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Ⅰ 学校における働き方改革を踏まえた

部活動改革に関する経緯等の整理

令和４年２月２１日（月）

茨城県教育庁
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１ 部活動の位置づけ
■ 生 徒
《学習指導要領総則編》
〇「自主的・自発的な参加によって行われる」（強制は▲～受益者負担）
〇「学校教育の一環として，教育課程との関連が図られるよう留意」
《学習指導要領特別活動編》
〇記載はなく、学級（ＨＲ）活動・生徒会活動・学校行事とは別
＝教育課程外
▲しかし、未だ多くの学校で生徒会組織内に放置（高等学校）
※しかも、運営は、ほとんどの場合、顧問主導

■ 顧 問
〇法律に定めはないが、校務（職務）の一環として校長から命令
〇安全配慮義務は問われる ←学校教育の一環
〇教員は時間外勤務命令が制限される ←時間外部活練習は「自発的業務」
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２ 「新しい時代の教育に向けた
持続可能な学校指導・運営体制の構築のための
学校における働き方改革に関する
総合的な方策について」［H31.1］中教審答申

■Society 5.0においても学校教育を維持・向上させ、
持続可能なものとするには働き方改革が急務。

■子供のためなら長時間勤務も良しとする働き方
→教師が疲弊 →子供のためにならない
⇒教師のこれまでの働き方を見直す
自らの授業を磨く
日々の生活の質や教職人生を豊かにすることで人間性や創造性を高める
→子供たちに対して効果的な教育活動を行うことができるようにする

■志ある教師の過労死等の事態は決してあってはならない

■部活動は、「学校の業務だが、必ずしも教師が担う必要のない業務」
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３ 部活動の在り方に関する
総合的なガイドライン［H30.3］スポーツ庁
⇒本県部活動の運営方針［R1.7］

■適切な休養日等の設定
〇週２日以上の休養日、長期休業中も同様
（本県 中学は週２日（平日１日、休日１日） 高校は週１日））

〇授業日は２時間程度、休日は３時間程度（本県 高校は４時間程度）
〇所属部活動以外の多様な活動ができるよう、一定程度長期のオフシーズン
※本県独自の取組 ⇒ 原則、朝練習禁止

■生徒の多様なニーズを踏まえた環境の整備（学校と地域が協働・融合）

■大会等の見直し
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４ 公立学校の教師の勤務時間の上限
に関するガイドライン ［H31.1］

■「勤務時間」の考え方
〇「超勤４項目」以外の自主的・自発的な勤務も含む
（勤務時間外の自発的な自己研鑽ほか業務外の時間は、自己申告に基づき除く）
〇校外での勤務も、職務として行う研修や引率等に従事している時間も
合わせて「在校等時間」として、「勤務時間」とする（休憩時間を除く）

■上限の目安時間
①１か月の在校等時間について、超過勤務45時間以内
②１年間の在校等時間について、超過勤務360時間以内
※児童生徒等に係る臨時的な特別の事情により勤務せざるを得ない場合、
１か月の超過勤務100時間未満、１年間の超過勤務720時間以内
（連続する複数月の平均超過勤務80時間以内、かつ、超過45時間超の月は
年間６カ月まで）

■実効性の担保
〇教委は、所管公立学校の教師の勤務時間の上限に関する方針等を策定
実施状況を把握し、必要な取組を実施。上限を超えた場合、事後的に検証

〇文科省は、各教委の取組の状況を把握し、公表 等
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５ 学校の働き方改革を踏まえた部活動改革
［R2.9］スポーツ庁

■持続可能な部活動と教師の負担軽減の両方を実現
■部活動は必ずしも教師が担う必要のない業務
⇒休日に部活動の指導に携わる必要がない環境を構築
（休日に教科指導を行わないことと同様に）
→指導を希望する教師には、休日に指導できる仕組みを構築
→生徒の活動機会を確保するため、

休日に地域で活動できる環境を整備

Ⅰ．休日の部活動の段階的な地域移行（R5以降、段階的に実施）
○休日の指導や大会への引率を担う地域人材の確保
・ 育成・マッチングまでの民間人材の活用の仕組みの構築
・ 兼職兼業の仕組みの活用
○保護者による費用負担、地方自治体による減免措置等と国による支援
○拠点校（地域）における実践研究の推進とその成果の全国展開
Ⅱ．合理的で効率的な部活動の推進
○都市・過疎地域における他校との合同部活動の推進
○生徒・指導者間のコミュニケーションが可能となるＩＣＴ活用の推進
○地方大会の在り方の整理（実態把握、精選、参加資格の弾力化等）
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６ 本県県立学校の働き方改革のための
ガイドライン［R3.4］

■在校等時間の適切な管理と、教職員の意識改革
①時差出勤 …朝の業務の整理、遅出で放課後部指導を勤務時間内に
②完全退勤時間 …午後７時前後に。超える場合には管理職が許可
③定時退勤日 …週 1 日以上、月６日程度

■部活動指導の負担軽減
④「部活動の運営方針」の遵守
⑤部活動数の精選 …部活動数を教員数の半分以下に
※「働き方改革を踏まえた部活動の適正数の目安等について」［R3.3］
⑥複数顧問の配置による負担の平準化 …土日の部活動指導の分散化

■学校運営体制と業務の改善
⑦教材の共有化の推進 …クラウドや校内ネットワークを活用
⑧行事精選と業務効率化 …連絡のみの会議は廃止しデータ共有に

ペーパーレス、ネットバンキング、留守電
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教員の負担軽減を目指した「中・高部活動改革プラン」
～休日の部活動を「地域移行（兼職兼業含む）」・「部活動指導員」へ～

目標 Ｒ４時間外勤務４５h/月超の教員０ ★ Ｒ１０休日部活動の教員の指導時間０

教員の心身を守る

超過勤務時間の縮減
学びの改革に対応した準備時間の保障

学校運営体制と業務の改善

生徒の心身を守る

自主的・自発的な参加
スポーツ医・科学に基づいた活動時間
効率的・効果的な練習の工夫

県：部活動運営方針・働き方改革のためのガイドライン・国：スポーツ庁通知

◯ 少子化・学校規模縮小 → 生徒のニーズへの対応難
◯ 勝利至上主義の弊害 →  部活動の長時間化
◯ 部活動の長時間指導・業務多忙 → 教員の超過勤務（含休日）

現
状

バーン
アウト

超過勤務

希望する生徒が地域で活動し、ニーズに応じた
種目やレベルの指導を受ける仕組み

〇希望しない教員が、休日に指導しない
〇希望する教員が、地域で指導できる仕組み

休日部活動を
段階的に
地域へ移行

対
応
策

専門的
指導

部活動の在り方

①部活動運営方針の徹底
・活動日、活動時間、休養日の適切な設定
中学：平日２ｈ、休日３ｈ、休養日週２日以上
高校：平日２ｈ、休日４ｈ、休養日週１日以上

・フォローアップ調査（１月） → 指導の徹底

➁複数顧問制の徹底・
部活動数の適正化
・運動部：団体登録に満たない
・文化部：６人未満

③部活動指導員の拡充
・専門的指導及び単独で指導、引率

・「地域人材の確保」と
「指導員バンク」登録の推進

④部活動の地域移行 ・クラブ主体の競技から調整開始
・拠点校部活動の推進

・大会参加がクラブ単位でも可能になるよう要望
・先行実施の好事例を紹介・地域との調整

→ 削減へ

兼職
兼業

◆７ 国の動向と本県の部活動改革
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Ⅱ 市町村立学校における
働き方改革の取組について
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１．教職員を取り巻く環境
「令和の日本型学校教育」の構築を目指して（答申 ）」（令和3年1月28日）
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令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～（答申）関連資料集

２．教職員の勤務環境
「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，
協働的な学びの実現～（答申）中央教育審議会（令和３年１月26日 ）
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令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～（答申）関連資料集

２．教職員の勤務環境
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教員配置の特徴
区分 一人の教員が担当する授業時数（コマ）/週等

小学校 約30時間（コマ）⇒授業以外の時間 ：なし（全ての授業を学級担任が担当）

中学校 約25時間（コマ）⇒授業以外の時間 ：約１時間（コマ）/日

高等学校 約15時間（コマ）⇒授業以外の時間 ：約３時間（コマ）/日

区分 学級数 児童生徒数（人） 教員数（人）

Ａ小学校 １８ ４６８ ２７

Ｂ中学校 １８ ４５２ ３２

Ｃ高等学校 １８ ７１０ ６１

Ｄ特別支援学校 １７ ６３ ３５

18学級程度の学校の配置人数例

茨城県内市町村等教育委員会・学校データ

３．教職員服務管理等
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労務管理上の特殊性

給特法 「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」

３．教職員服務管理等
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　　※調査期間等　〔県学校長会〕 H29 10月24日～30日 小40校,中40校　　〔国〕 H28 10月・11月の１週間 小397校,中399校

1 朝の業務（朝の会・朝読書等） 0 : 35 0 : 35 ± 0 : 00 0 : 31 0 : 37 - 0 : 06
2 授業（主・補・準備等） 5 : 46 5 : 57 - 0 : 11 5 : 11 5 : 01 ＋ 0 : 10
3 成績処理・学年学級事務・校務 2 : 10 1 : 45 ＋ 0 : 25 2 : 30 2 : 05 ＋ 0 : 25
4 生徒指導（給食・集団・個別） 1 : 09 1 : 05 ＋ 0 : 04 1 : 15 1 : 20 - 0 : 05
5 部活動・クラブ活動 0 : 05 0 : 07 - 0 : 02 0 : 58 0 : 41 ＋ 0 : 17
6 児童会・生徒会・行事 0 : 47 0 : 29 ＋ 0 : 18 0 : 29 0 : 33 - 0 : 04
7 職員会議・学年会・研修等 0 : 50 0 : 55 - 0 : 05 1 : 06 0 : 50 ＋ 0 : 16
8 保護者・地域・行政対応 0 : 10 0 : 10 ± 0 : 00 0 : 08 0 : 12 - 0 : 04
9 休憩・その他 0 : 07 0 : 12 - 0 : 05 0 : 07 0 : 13 - 0 : 06
計 学内勤務時間 11 : 39 11 : 15 ＋ 0 : 24 12 : 15 11 : 32 ＋ 0 : 43

教諭・１日当たり
小学校 中学校

H29県 H28国 増減 H29県 H28国 増減

63時間/月 ８時間/月 75時間/月 60時間/月 15間/月55時間/月

４．働き方改革の背景
教員勤務状況調査（平成28年 文部科学省）
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５．本県における働き方改革の取組
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〇令和３年４月～７月の全国との比較（小学校）

→小学校は全国並みの時間外

区分 45h以下 45h超
80h以下

80h超
100h以下

100h超

4月
茨城県 37.8% 51.7% 8.3% 2.2%
全国 50.5% 41.4% 6.2% 2.0%

5月
茨城県 54.6% 42.7% 2.3% 0.4%
全国 64.0% 32.7% 2.6% 0.6%

6月
茨城県 44.3% 48.8% 5.8% 1.2%
全国 53.8% 39.5% 5.4% 1.4%

7月
茨城県 73.2% 25.8% 0.9% 0.1%
全国 76.8% 21.7% 1.1% 0.3%

６．本県における働き方改革の状況
（令和3年度 教育委員会における学校の働き方改革取組状況調査結果（文部科学省）との比較）

(1)時間外在校等時間の状況
①小学校
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「80時間超者」割合の比較

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

国平均 8.2% 3.2% 6.8% 1.4% 0.7% - - -

県平均 10.5% 2.7% 7.0% 1.0% 0.0% 0.3% 3.0% 0.6%

国平均との差 2.3% -0.5% 0.2% -0.4% -0.7% - - -

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

国平均 県平均 令和２年度モデル校
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→中学校は全国より著しく多い

区分 45h以下 45h超
80h以下

80h超
100h以下

100h超

4月
茨城県 21.4% 47.1% 20.4% 11.1%
全国 37.4% 42.7% 12.4% 7.5%

5月
茨城県 26.6% 49.9% 16.2% 7.3%
全国 47.0% 40.0% 8.6% 4.4%

6月
茨城県 20.5% 44.8% 21.1% 13.6%
全国 39.6% 42.0% 11.9% 6.5%

7月
茨城県 39.1% 47.2% 9.9% 3.8%
全国 54.1% 35.7% 6.7% 3.5%

②中学校

27



「80時間超者」割合の比較

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

国平均 19.9% 13.0% 18.4% 10.2% 0.6% - - -

県平均 31.5% 23.5% 34.7% 13.7% 0.0% 0.4% 21.1% 12.6%

国平均との差 11.6% 10.5% 16.3% 3.5% -0.6% - - -
令和２年度モデル校 23.5% 25.5% 28.2% 16.3% 0.0% 0.0% 30.1% 3.9%
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5.0%

10.0%

15.0%

20.0%
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35.0%
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月国平均 県平均 令和２年度モデル校
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７.時間外在校等時間の原因分析
(1)部活動の従事状況

部活動の月活動時間の例

平日２ｈ×16日 休日３ｈ×３日 7h×１日 合計48ｈ
※週２日休養日を除く

・中学校の令和３年４／１～８／５の休日の部活動従事状況

区 分 割 合 備 考

土・日いずれかを完全に休業にしていない教員
（休日全体の日数1/2以上従事者） 約19.5％

約61％の学校
で未順守

単独指導が不十分と考えられる教員（休日全体の日
数1/4以上従事者） 約74.8％
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県平均時間外（A) モデル校の部活動従
事時間平均(B)

部活動以外の時間外
想定(A)-(B)

備考

58:30 29:45 28:45
概ね９月の時
間外と同水準

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

超過在校等
時間の平均

66：47 60：09 67：30 52：21 8：24 24：09 58：30 53：53
80時間超 31.5％ 23.5％ 34.7％ 13.7％ 0.0％ 0.4％ 21.1％ 12.6％

【時間外に占める部活動以外の時間（10月）】

(2)時間外在校等時間にしめる部活動負担

平成29年度県校長会調査結果の中学校超過在校等時間＝75h／月
令和３年10月義務教育課調査結果の中学校超過在校等時間＝58h／月
75h／月 －58h／月＝17h ※超過在校等時間減

モデル校の部活動従事時間29h45ｍ－休日の部活動従事時間目安16h
平日の部活動従事時間13h45ｍ（約14h）
月の平日の部活動従事時間１４ｈ÷16日＝52分・・・概ね平成29年度県校長会調査結果
（58分）と同程度

→部活動従事時間に変化は見られないが、その他の事務時間は減
少している。
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（３）長時間勤務の要因

調査対象：

茨城県内の中学校及び義務教育学校後期課程の教員で、
令和３年12月に超過在校等時間80時間以上かつ部活動従
事時間月の10時間以上の職員

（複数回答）

区分 割合

部活動 68.6%
授業準備 等 61.6%

成績処理 定期テスト作成 55.9%
生徒指導 52.0%
学年事務 35.8%
進路指導 34.1%
通知票作成 30.1%
学級事務 28.4%
登校指導 15.3%
保護者対応 8.7%

その他の要因
・行事
・保護者対応
・会議
・報告書作成
・研修
・施設見回り 等

部活動の内容

（練習、大会、練習試合、大会引
率、プログラム編成、全国大会の
監督、休日の練習 等）

超過在校等時間のうち部活動の
占める割合の最も高い職員
７３．５％（115時間37分/85時間）

・時間外在校等時間80時間／月超過者の原因分析状況
→時間外の主な業務として「部活動」をあげる教員が最も多い。
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課 題

１ 児童生徒の学びの実現
中学校の教職員の45時間超の割合が全国平均より多く、教職
員の本来の役割（教育課程内の活動）を十分に果たすことができ
ない。
→児童生徒の「新しい時代に必要となる資質・能力」の育成への影
響が懸念される。

２ 中学校部活動の負担軽減
働き方改革の取組前と比較して、部活動の従事時間は減って
いない。
→部活動の運営方針の理念である「生徒のバランスのとれた生活
と成長に十分配慮する」という点で影響を懸念
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Ⅲ 県立学校における働き方改革の取組について

【教員の勤務実態を踏まえて】
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県立学校における教員の働き方改革の取組１

令和2年3月31日 茨城県教育委員会規則第5号

茨城県県立学校の教育職員の業務量の適切な管理に関する規則（抜粋）

(業務量の適切な管理)

第2条 茨城県教育委員会(以下「教育委員会」という。)は，教育委員会の所管に属する学校の教育職
員が業務を行う時間(公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育
委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針(令和2年文部科学省
告示第1号)に規定する在校等時間をいう。以下同じ。)から所定の勤務時間(法第6条第3項各号に掲げ
る日(勤務を命じた日(職員の休日及び休暇に関する条例(昭和29年茨城県条例第43号)第2条第3項に規
定する勤務を命じた日をいう。)を除く。)以外の日における正規の勤務時間をいう。以下同じ。)を除
いた時間を次の各号に掲げる時間の上限の範囲内とするため，教育職員の業務量の適切な管理を行う。

(1) 1箇月について45時間

(2) 1年について360時間

１在校等時間の適切な管理と教職員の意識改革

時差出勤制度の導入：業務に合わせた勤務時間を設定

完全退勤時間の設定：毎日学校を閉める時刻を設定

定時退勤日の設定：毎週1日は定時退勤する日を設定

２部活動指導の負担軽減

部活動運営方針の遵守：活動は平日2時間、土日4時間

複数顧問の配置：顧問が交代で指導できる体制を構築

部活動数の精選：複数顧問が配置できる数へ削減

３学校運営体制と業務の改善

学校行事等の見直し：行事の精選、回数の見直し

ICTの活用促進：教材の共有化、デジタル教材の活用

●目 標
校務分掌の見直しや業務
の効率化を図り、令和４
年度末までに、教員全員
が超過勤務「月４５時間
以下」を目指します。

重点項目と具体的な取組

ガイドラインを踏まえた
働き方改革の進行管理

【県立学校】

◇毎月
教員の在校等時間

◇４半期ごと
働き方改革取組状況

県教育委員会

報
告 指

導

１ 給特法の改正を受けて規則を制定（R2.4施行） ３ 県立学校の働き方改革のためのガイドラインを策定（R3.4）

２ 教員の働き方改革に向けた実践モデル校事業の実施（R2）

ペーパーレス化の推進：会議資料、教材等の紙の削減

●教員の超過勤務の主な要因
・勤務時間に対する意識が低い
・平日19時以降の働き方に個人差
・平日の部活動指導が勤務時間を超過
・土日の部活動指導が活動時間を超過
・教頭、主任など一部の者に業務集中
・高校では管理職の目が届きにくい

○重点実施項目（時間を意識した働き方の実践）
・勤務時間：時差出勤、完全退勤時間の設定等
・部活動：複数顧問配置、運営方針の遵守等
・ICT：教材の共有化、ICT推進体制の構築
○その他の実施項目
・勤務時間管理の徹底（80時間超管理職面談）
・勤務時間外対応（留守電・保護者メール連絡）

高校・特別支援学校各３校をモデル校に指定
➡ 実施項目を実践・検証し、その成果等を踏まえガイドラインを策定

成果➡高校：超過勤務時間が30時間程度減少 特別支援：全員超過勤務月45時間以下
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県立学校における教員の勤務状況及び働き方改革の取組状況２

12月 11月 10月 9月 8月 7月 6月 5月 4月

平均時間 24時間42分 28時間11分 30時間27分 12時間30分 8時間40分 29時間33分 34時間08分 33時間29分 35時間35分

45時間超 12.7% 18.3% 22.7% 1.7% 0.9% 20.8% 26.8% 25.4% 29.9%

80時間超 0.4% 0.5% 1.6% 0.2% 0.1% 2.1% 3.0% 4.4% 4.1%

勤務時間外
在校等時間

高等学校等【約4,670人】

１ 令和３年度教員の超過勤務（勤務時間外在校等時間）の状況

２ 働き方改革ガイドライン重点項目等の取組状況

超過勤務時間は着実に減少

部活動運営には課題

高校 特別

時差出勤制度の導入 99% 96% 高：時差出勤は延べ利用者数は千人超。➡部活動指導での利用者は延べ46人と少数。

完全退勤時間の設定 79% 100% 特：時差出勤は夏季休業中、オンライン学習期間は比較的利用しやすい。➡通常時の利用に課題。

定時退勤日の設定 71% 100% 高：定時退勤日の設定は有名無実化の傾向➡勤務時間に対する意識改革が必要。

「部活動運営方針」遵守徹底 50% 96% 高：一部の部活動で時間を超えた活動（試合前など）➡生徒や保護者の要請により活動時間が超過。

部活動数の精選 73% 100% 高：次年度向けに検討を開始が約3割。➡部活動による特色ある学校づくりとの両立が課題。

複数顧問の配置 92% 70% 高：複数顧問は配置しても役割分担に課題。➡副顧問では指導力不足。正顧問が副顧問に任せられない。

学校行事の見直し

ペーパーレス化の促進

ＩＣＴ等の活用促進 96% 96% 高：教材（データ）共有化は進んでいるが教員・教科に偏り。➡教員のICT活用能力の差。

第２四半期（10月調査） 実施状況及び未実施等の理由（主なもの）

100%

１
在校等時間の適切な管
理と教職員の意識改革

２
部活動指導の負担軽減

３
学校運営体制と業務の
改善

100%
高・特：全ての学校で実施。➡さらに取組を推進。
高：コロナの影響による行事の中止・延期後の対応についてさらなる検討が必要

実施率

12月 11月 10月 9月 8月 7月 6月 5月 4月

平均時間 18時間６分 20時間30分 20時間29分 ７時間45分 ３時間42分 17時間52分 26時間20分 24時間34分 30時間56分

45時間超 0.0% 0.2% 1.5% 0.2% 0.0% 0.6% 5.8% 3.7% 11.9%

80時間超 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1%

勤務時間外
在校等時間

特別支援学校【約2,230人】
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教員の超過勤務（各年6月）の経年比較・全国比較
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【傾向等】
① 本県の「超過勤務月45時間以下」の割合は、令和元年度と比較し令和3年度は増加（高校＋18.5％・特別支援＋19.5％）
② 令和3年度の「超過勤務45時間以下」の割合は、全国と比較し15.7％上回っている（高校＋12％・特別支援＋15.7％）
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高等学校等における教員の超過勤務の実態①４
〇平均的な教員の１日の業務時間 全県立高校の平均値 （勤務時間 8:30～17:00）
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勤務時間終了

実
際
の
終
了
時
刻

18
時
39
分

令和元年10月
１日当たり平均１時間
39分の超過勤務

〇超過勤務の多い教員の１日の業務時間

〇働き方改革を実践し超過勤務時間が縮減

35時間03分/月
の超過勤務

高校教員の業務
・授業時間数
週当たり平均15時間
・放課後の業務
課外学習指導
生徒との進路指導相談等
部活動指導

平日の超過勤務削減のための
実践内容

・時差出勤（フレックスタイム）
・完全退勤時間の設定
・定時退勤日の設定
・指導案や教材の共有化
・デジタル教材の活用 など

平日の超過勤務が縮減
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フレックスタイム制

勤務時間

・平日1日当たり△40分、
・１月当たり△15時間10分

55.8%の教員は
18時39分までに帰宅

　
授
業
の
準
備

　
教
材
研
究

　
そ
の
他

S
H
R
・
清
掃

配
布
物
作
成

連
絡
事
項
確
認

打
ち
合
わ
せ
等

　
部
活
動

　
課
外
・

　
生
徒
と
の
面
談

　
調
査
回
答

　
保

護

者

連

絡

作

成

　
　
な
ど

翌
日
の
準
備

昼
休
み

授
業

朝
会
・
S
H
R

授
業

授
業
準
備

授
業

授
業
準
備

勤務時間終了

8:30 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 18:0017:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00

95.7%の教員は

21時までに帰宅
4.3%の教員（各校1～２人）が
21時以降に帰宅

令
和
元
年
10
月
（
取
組
前
）

令
和
3
年
度

令和３年12月
１日あたり平均59分の超過勤務 19時間53分/月の超過勤務

部活動指導 16：30から18：30まで、部活動指導を行う
と必然的に勤務時間を超える。

部活動指導
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高等学校等における教員の超過勤務の実態②５

20% 17% 22% 34% 8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

１ 負担と感じている主な業務

主任等の業務 担任の業務 教科指導等の業務 部活動指導 その他

【傾向】

・負担と感じている主な業務として3分の１の者は部活動指導。

・ICT教材の作成等については作成できる者（情報担当者）に業務が集中。

19% 14% 12% 48% 7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

２ 勤務時間外在校等時間における主な業務

主任等の業務 担任の業務 教科指導等の業務 部活動指導 その他

【傾向】

・超過勤務の要因は約半数が部活動指導である。一方、負担と感じている主な
業務と比較すると、その差である14％の者は負担を感じていない。

・平日の部活動指導と主任等の業務が重なることで負担となってる。

【参考】主な業務の分類

【 主 任 等 の 業 務 】教務主任・進路指導主事・生徒指導主事・学年主任等の業務

【 担 任 の 業 務 】面談指導・進学用調査書/推薦書作成等の業務
【教科指導等の業務】 ICT教材作成・リモート授業準備、資格取得指導等の業務
【 部 活 動 指 導 等 】週休日の指導、練習試合、大会参加等の業務

【 そ の 他 】学校行事の計画、学年会計、PTA等の業務

上半期において80時間を超えた月が３月以上ある者の状況
【高等学校・中等教育学校】
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学校現場の現状・抱える課題等６
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暴力行為発生件数 いじめ認知件数 不登校者数 中途退学者数

H28 H29 H30 R1 R2

１ 教科指導・授業準備（新学習指導要領対応、外部人材の活用、デジタル教材の活用・作成等）
２ 校務分掌（調査報告等対応、複数の業務分担等）
３ 生徒・保護者対応（生徒の問題行動等への対応、外国人生徒対応等）
４ 新型コロナ対応（校内消毒作業、生徒の体調把握・確認、学校行事の計画変更、授業変更等）
５ ICT教育への対応（1人1台端末、リモート学習、校内体制の整備）
６ 部活動指導（競技団体等役員業務への従事、生徒・保護者からの要望）

１ 高等学校等生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（過去5年間）

２ 教員が担う業務の変化・増加する業務

【傾向等】
○生徒の問題行動
等は近年増加傾向

○特にいじめ・不
登校など、より個
に応じた対応が必
要な問題行動等が
増加

○令和2年度は新型
コロナによる学校
休業等の影響によ
り生徒の問題行動
等が減少

教
員
が
生
徒
と
向
き
合
う
時
間
を
さ
ら
に
確
保

専門人材

の活用

本来教員が
担う業務を
精選

教員業務の多忙化
の影響

・精神性疾患によ
る休職者の漸増

・教員志願者の減
少
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① 部活動運営について

・特色ある学校づくりの観点から、部活動を主体とした学校運営を目標に掲げてい

る。

・大会前は練習試合などで土日の部活動の時間が運営指針の時間を超えてしまう。

・大会での成績が生徒の進路（大学進学等）に直結する。

② 部活動に対する教員の意識について

・教員と生徒間の信頼感の醸成等に大きな要素として、教員のやりがいに繋がって

いる。

・複数顧問は配置はしたが、指導したい教員は土日にも部活動指導を行ってしまう。

③ 大会開催・競技団体等の運営（役員等の業務）について

・平日の大会運営等用務（審判等）により、他の教員への負担が増している。

・公式戦以外にもリーグ戦や独自大会など土日連続の活動が増加し、生徒の活躍の

場はできるが教員への負担が増している。

高等学校等における働き方改革を踏まえた部活動改革について７

部活動改革を進める上での学校の課題認識及び改善要望等について（R3.７，10調査から抜粋）

① 指導者の確保
・外部指導者・部活動指導員を活用するため、予算面を含め配
置拡大を図ってほしい。

② 教員の兼職兼業等による土日の部活動指導
・土日の部活動指導を望む教員のみ兼職兼業等の許可を得て従
事するような体制に変え、指導を望まない教員は従事しない。

③ 教員が部活動指導に携わらない体制の構築
・地域スポーツクラブなど社会体育への移行を進め学校での部
活動指導での負担軽減を図ってもらいたい。

・土日の部活動は地域の活動として環境を整備してもらいたい。

④ 教員の役員業務の見直し
・審判や大会運営スタッフは外部に委託し、教員が関わらない
体制にしてもらいたい。

⑤ 大会の精選
・生徒の負担、教員の負担の双方から大会を精選するなど競技
団体においても検討願いたい。

改善要望等課題認識
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Ⅳ 部活動改革について
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令和３年度 中学校 高等学校

部活動総数 ２,７７１部 ２,０１２部

運動部数 ２,２１９部 １,１４１部

文化部数 ５５２部 ８７１部

１ 本県の部活動の現状

（令和３年11月１日 現在）
⑴ フォローアップ調査の結果① 【管理職アンケート】
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１ 本県の部活動の現状
⑵ 運動部活動加入率の推移

（中体連・高体連調査より）
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２ 部活動の位置付けとこれまでの成果
学習指導要領における部活動

「生徒の自主的・自発的な参加により行われる部活動につい

ては、スポーツや文化、科学等に親しませ、学習意欲の向上や
責任感、連帯感の涵養等、学校教育が目指す資質・能力の育成
に資するものであり、学校教育の一環として、教育課程との関連
が図られるよう留意すること。」

「中学校学習指導要領」総則 2017年

「高等学校学習指導要領」総則 2018年

学校教育の一環

○体力の向上及び健康の増進
○生涯にわたるキャリア形成の場

○他者を尊重し協同する精神、公正さと規律を尊ぶ態度を培う
○豊かな人間形成を育む基礎 など

これまでの成果
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教員の負担軽減を目指した「中・高部活動改革プラン」
～休日の部活動を「地域移行（兼職兼業含む）」・「部活動指導員」へ～

目標 Ｒ４時間外勤務４５h/月超の教員０ ★ Ｒ１０休日部活動の教員の指導時間０

教員の心身を守る

超過勤務時間の縮減
学びの改革に対応した準備時間の保障

学校運営体制と業務の改善

生徒の心身を守る

自主的・自発的な参加
スポーツ医・科学に基づいた活動時間

効率的・効果的な練習の工夫

県：部活動運営方針・働き方改革のためのガイドライン・国：スポーツ庁通知

◯ 少子化・学校規模縮小 → 生徒のニーズへの対応難
◯ 勝利至上主義の弊害 →  部活動の長時間化
◯ 部活動の長時間指導・業務多忙 → 教員の超過勤務（含休日）

現
状

バーン
アウト

超過勤務

希望する生徒が地域で活動し、ニーズに応じた
種目やレベルの指導を受ける仕組み

〇希望しない教員が、休日に指導しない
〇希望する教員が、地域で指導できる仕組み

休日部活動を
段階的に

地域へ移行

対
応
策

専門的
指導

部活動の在り方

①部活動運営方針の徹底
・活動日、活動時間、休養日の適切な設定

中学：平日２ｈ、休日３ｈ、休養日週２日以上
高校：平日２ｈ、休日４ｈ、休養日週１日以上

・フォローアップ調査（１月） → 指導の徹底

➁複数顧問制の徹底・
部活動数の適正化

・運動部：団体登録に満たない
・文化部：６人未満

③部活動指導員の拡充
・専門的指導及び単独で指導、引率

・「地域人材の確保」と
「指導員バンク」登録の推進

④部活動の地域移行 ・クラブ主体の競技から調整開始
・拠点校部活動の推進

・大会参加がクラブ単位でも可能になるよう要望
・先行実施の好事例を紹介・地域との調整

→ 削減へ

兼職
兼業

３ 部活動改革 （茨城県）
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運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン（平成30年３月 スポーツ庁）

〇生徒の自主的・自発的な参加

○「学校の部活動に係る活動方針」及び「活動計画」をHP等で公表

〇合理的でかつ効率的・効果的な活動の推進

○週当たり２日以上の休養日を設定

（平日は１日、土曜日及び日曜日は１日以上）

○１日の活動時間は、平日２時間程度、休業日は３時間程度

○週末に大会等で活動した場合は、休養日を他の日に振替

○長期休業中の休養日の設定は、ある程度長期の休養期間（オフシーズン）を

設定

〇スポーツ庁は、定期的にフォローアップ

※高等学校段階の運動部活動についても本ガイドラインを原則として適用し、速やかに改革に取り組む

３ 部活動改革
⑴ 部活動運営方針に関すること
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１ 運動部活動の在り方
・教育目標、経営方針に基づき、計画的に実施

２ 運動部活動の運営
・業務の適正化を図るため、限られた時間で効果的、効率的に実践

３ 教員の資質向上
・指導者の資質、指導力が向上できる研修を設定

４ 保護者の理解促進
・運動部活動の目的や顧問教員の負担等の共通理解

５ 市町村教育委員会の役割
・適切に運営されるよう、助言、監督

６ 運動部活動の充実
・合同チームの推進、部活動指導員等の活用、競技団体と連携

新たな運動部活動在り方検討委員会【H29.6～H30.3 茨城県】

茨城県運動部活動の運営方針（平成30年５月）

茨城県部活動の運営方針（令和元年７月）

⑴ 部活動運営方針に関すること
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○生徒の自主的・自発的な参加

○「学校の部活動に係る活動方針」及び「活動計画」をHP等で公表

〇合理的でかつ効率的・効果的な活動の推進

○休 養 日 中学：週当たり２日以上（平日は１日、土曜日及び日曜日［以下、週末］は１日以上）

高校：週当たり１日以上※

○活動時間 中学：平日２時間程度

休業日（学期中の週末を含む）３時間程度

高校：平日２時間程度※

休業日（学期中の週末を含む）４時間程度※

○週末に大会参加等で活動した場合、休養日を振替

○原則、朝の活動は行わない※

○長期休業中に、長期の休養期間（オフシーズン）を設定

〇県教育委員会は、定期的にフォローアップ

※ 県独自の方針

茨城県部活動の運営方針（令和元年７月）

⑴ 部活動運営方針に関すること
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⑵ フォローアップ調査の結果② 【管理職アンケート】

管理職アンケート質問 回答
中学校
２２７校

高等学校
９６校

部活動の参加について 希望制 ９８．２％ １００％

活動計画の公表 ホームページ等で公表 ９６．６％ ９５．８％

休養日の設定
及び遵守

県と同様の基準設定及び遵守 １００％ ９６．９％

活動時間の設定
及び遵守

県と同様の基準設定及び遵守 ９７．０％ ８７．５％

朝の活動について 原則として認めていない ８９．０％ ９２．７％

参加する大会の上限 １か月１大会程度又はそれ以下 ７７．０％

（令和３年11月１日 現在）
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働き方改革を踏まえた部活動の適正数の目安等について
（令和３年３月10日 茨城県）

各部活動に顧問教員（管理職、養護教諭、栄養教諭、事務職員を除く）
を原則複数人数配置できる部活動とする。
【例：教員が30人の場合、15部活動以下が望ましい】

部活動数の削減の目安等について

運動部：団体登録に満たない

文化部：６人未満の場合
２年続いた場合、年度内に廃部とする。

○生徒数が減少している状況において、生徒がより意欲をもって活動できる人数や連帯感
を目指す。

○複数顧問体制を確立し、指導時間を分担して取り組むなど、顧問教員（教職員）の負担
の軽減を図る。

⑶ 複数顧問制の徹底、部活動数の適正化に関すること
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部活動の適正数の目安及び複数顧問体制の確立

管理職アンケート質問 回答
中学校
２２７校

高等学校
９６校

複数顧問配置 配置できていない部活動がある ５５．５％ ２７．１％

⑷ フォローアップ調査の結果③ 【管理職アンケート】

管理職アンケート質問 回答
中学校
１２６校

高等学校
２６校

複数顧問配置を
確立する時期

今年度中 ２．４％ ０％

来年度 ８１．０％ ８４．６％

時期は未定 １６．７％ １５．４％

（令和３年11月１日 現在）
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① 部活動指導員活用人数の推移 （令和４年２月15日 現在）

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４（予定）

市町村
中学校

部活動指導員数 ６人 ４８人 ７６人 １０１人 １７９人

中学校数 ５校 ３２校 ４８校 ６２校 －

市町村数 ２市町 １０市町村 １７市町村 ２１市町村 ２７市町村

県立

学校

部活動指導員数 － ６人 ９人 ５０人 ８０人

学校数 － ６校 １３校 ４６校 －

② 部活動指導員と外部指導者

部活動指導員 外部指導者

単独指導 〇 ×

引率 〇 ×

R3活用人数 151人（中：101人、高：50人） 748人（中：620人、高：128人）

⑸ 部活動指導員に関すること
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管理職アンケート質問 回答
中学校
２２７校

高等学校
９６校

部活動指導員の活用

活用している ３４．４％ ４２．７％

来年度以降活用を検討 ２９．５％ ※２２．９％

未定 ３６．１％ ※３４．４％

顧問アンケート質問 回答
中学校
2,615部

高等学校
1,965部

部活動指導員が必要
必要 ８０．２％ ６２．８％

必要ではない １９．８％ ２９．０％
（未回答８．２％）

競技経験がない顧問数 ５２．５％ ５８．８％

⑹ フォローアップの調査結果④

（令和３年11月１日 現在）

※ 再確認の結果、誤りが判明したため修正いたします
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⑺ 部活動の地域移行に関すること
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学校の働き方改革も考慮した部活動改革の考え方（スポーツ庁）

○スポーツ、芸術文化等の幅広い活動機会
○体力や技能の向上
○教科学習とは異なる集団での活動を

通じた人間形成の機会
○多様な生徒が活躍できる場
○豊かな学校生活を実現する役割

○部活動の運営は、必ずしも教師が担う
必要のない業務と位置付け

○教師の献身的な勤務
○長時間勤務の要因の一つ
○指導経験がない教師には多大な負担

生徒 教師

○生徒の希望に応えるため、
休日において部活動を地域の活動として実施できる環境

○休日に教科指導を行わないことと同様に、
休日に教師が部活動の指導に携わる必要がない環境

両方の視点からの環境を構築

⑺ 部活動の地域移行に関すること

※主として中学校を対象とし、高等学校についても同様の考え方を基に部活動改革を進める。なお、高等学校におけ

る部活動は、学校の特色ある活動として位置づけられている場合もあることに留意すべきである。
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⑺ 部活動の地域移行に関すること
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「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革」説明会

１ 日 時 令和３年１月６日
２ 場 所 ザ・ヒロサワシティ会館 大ホール
３ 参加者 教育事務所、市町村教育委員会、中学校長、

総合型地域スポーツクラブ等
４ 人 数 約２５０人

部活動の地域移行への働きかけ

「地域部活動移行に向けて」説明会及び市町村訪問

１ 日 時 令和３年１１月～令和３年１２月
２ 場 所 県庁共用会議室及び市町村教育委員会
３ 参加者 市町村教育委員会、市町村スポーツ関係課、市町村

生涯学習課、中学校長、総合型地域スポーツクラブ等
４ 人 数 約１２０人

⑺ 部活動の地域移行に関すること
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○ 部活動に関する調査結果

○ 部活動改革のための検討事項

○ 学校部活動と地域部活動の違い

○ 学校独自で検討を始める場合

○ 市町村教育委員会が中心となって検討を始める場合

○ 地域部活動移行パターン（次ページ参照）

①総合型地域スポーツクラブ型 ②単一スポーツクラブ型

③企業・大学連携型 ④学校設立型 ⑤拠点校型

⑥行政主導型

○ 地域部活動移行に向けてのQ＆A

地域部活動移行のための手引き（令和３年11月 茨城県）

⑺ 部活動の地域移行に関すること
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地域移行パターン

連携・検討

総合型スポーツクラブ型

総合型地域スポーツクラブ

学校 市教育委員会

依頼・検討 依頼・検討

●総合型スポーツクラブの理解・協力が必要
●指導者、事務局への謝金が高額

○全部活動スムーズに移行が可能
○指導者の確保、学校との連携可

単一スポーツクラブ型

既存のスポーツクラブの活用

○部顧問とクラブ指導者との連携もスムーズ
○生徒のニーズに応じて活動可

●各クラブごとの責任、やり過ぎなどに課題
●多競技になるため、学校との連携が困難

拠点校型

Ａ学校

Ａ学校
野球

Ｂ学校
サッカー

Ｃ学校
バレー

○少子化が進む地域に適合

○合同部活動で公式戦に出場可（中：６、高：３競技）

●競技ごとに事務局を設置、兼職・兼業が増
●平日は、学校単位で活動（集合不可）

Ｂ学校 Ｃ学校

企業・大学連携型

企 業 ・ 大 学

野球 柔道 バレー 卓球

学校

○大学生が指導、全部活動に対応
○指導者の確保が継続的に可能

●指導経験が浅い。大学生の責任の在り方
●同じ指導者の継続が困難

高中

学校設立型

学
校

市
民
団
体

理事長：ＰＴＡ会長
理 事：ＰＴＡ役員

学校後援会等
指導者：保護者や地域

人材

●学校の負担増、兼職兼業が増
●運営体制の維持に課題

生徒 生徒 生徒

○公式試合にも学校部活動として参加可
○受け皿となる団体がない地域でも可能

行政主導型

市
教
育
委
員
会

○事務局
市スポーツ推進課
市スポーツ協会

○指導者
地域人材

生徒 生徒 生徒

○少子化が進む地域で可能
○地域が連携し、全部活動スムーズに移行可

●市教委の負担増
●指導者の確保、兼職兼業が増

中 中

中 中

中高

高

高

平日は自校で休日は希望校で活動

各学校

○○柔道
○○剣道

○○バス
ケットクラブ

○○野球
クラブ

(7)  部活動の地域移行に関すること

総合型、既存のスポーツクラブから派遣

市教育委員会と連携
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